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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

作成日：平成 20 年 8 月 11 日 

担 当 理 事 ： 松 本 有 幸 

担 当 部 ： 地 球 環 境 部 

１．案件名 

エルサルバドル国上下水道公社事業運営能力強化プロジェクト 

２．協力概要 

(1) プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

エルサルバドル国において、都市部の上下水道事業を担う ANDA（上下水道公社）を対象とし、上水

道施設維持管理能力及び下水道施設整備計画策定能力を向上させることを目標とし、無収水削減のた

めの技術能力の向上（成果 1）、無収水削減のための計画策定能力の向上（成果 2）、経営改善のための

節電計画策定能力の向上（成果 3）及び、将来的に必要性が見込まれる下水道施設整備計画策定能力

の向上（成果 4）を行う。 

(2) 協力期間：2008 年 12 月～2011 年 11 月（3 年間） 

(3) 協力総額（日本側）：約 4.5 億円 

(4) 協力相手先機関：上下水道公社（ANDA：National Administration of Aqueducts and Sewers） 

(5) 国内協力機関：厚生労働省 

(6) 裨益対象者及び規模等： 

①ターゲットグループ：ANDA は本部、及び首都圏・西部・中部・東部の 4 支局を有する。 

成果 1 は現場レベルでの活動であり首都圏・中部・西部支局の無収水削減に関わる技術系職員を対象と

する。東部支局ではルクセンブルクが別途無収水対策プロジェクトを行っているため、対象とはしない。 

成果 2 は本部において無収水削減計画に携わる職員を対象とする。 

成果 3 では大規模ポンプ場・浄水場を有する首都圏支局において節電計画に関わる職員を対象とし、成

果 4 では本部において下水道施設整備計画を担当する職員を対象とする（これらの合計は約 600 名）。 

②最終受益者：ANDA の上水道サービス区域内の首都圏、中部、西部地域住民（約 317 万人） 

３．協力の必要性・位置付け 

(1) 現状及び問題点 

 エルサルバドルに 264 ある自治体のうち主に都市部の 168 自治体において上下水道公社 ANDA が上

下水道事業を担っており、残りの自治体では独自に中小の給水事業体を運営し、給水を行っている。エ

ルサルバドル都市部の給水率は 93%であり、そのうち 90%は ANDA によりカバーされている一方、農村部

では給水は限定的にしか行われておらず、ANDA とその他の自治体等が独自に運営する事業体を併せ

ても僅か 29%の給水率である（全国平均では 61%）。 

ANDA の給水事業には以下の問題があり、改善の必要性がある。 

①無収水が 50%程度あると推定されており、主に高い電気料金に起因する割高な維持管理費と低い水料

金の設定と相俟って経営を圧迫している。しかし、ANDA は法律上、自ら料金を改定する権能を持たず、

政府の補助金により赤字分を補う体制が定着している。 

②給水施設のキャパシティ・水資源量の不足により一部地域においては間欠給水となっている。 

③下水管網は全国の 70%に存在するものの下水処理場は限定的であり、97%の下水が未処理のまま河川
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等に放流されている。 

このような状況下、我国より個別専門家「主要都市上水供給改善計画」が派遣（2007 年 1 月～8 月）さ

れ、事業改善のための現状分析が行われ、改善のためのアクションプランが策定された。これに基づいて

本件が要請され、2008 年 7 月に行われた事前調査においてアクションプランの中から優先すべき課題を

本件のコンポーネントとして整理した。 

(2) 相手国政府国家政策上の位置付け 

 ANDA の長期戦略計画（PEI：2004-2024）における長期戦略課題の一つとして上水道事業の経営改善

があげられている。本件は、無収水削減による収入増と節電によるコスト削減の両面から ANDA の経営改

善へのアプローチを行うため、これに対し大きく寄与するものである。 

(3) 他国機関の関連事業との整合性 

 1997～1999 年にフランスが首都圏支局を対象に、パイロットエリアでの OJT を主とする無収水対策プロ

ジェクトを実施したが、全国展開を考慮した仕様となっていないため対象地域の技術向上に止まった。ま

た、2006 年からルクセンブルクが東部地域支局に対して同様の無収水対策プロジェクトを実施している

が、本件とは地域的に重複が無く、また、上記フランスのプロジェクトと同様の課題があり、これを本件が

補完する形となる。なお、情報交換や相互の研修参加等の協力が期待出来る。 

(4) 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画又はプログラム上の位置付け 

エルサルバドル国における日本の援助重点分野は、１．経済の活性化と雇用の拡大、２．社会開発、

３．持続的開発のための環境保全、４．民主主義の定着・強化であり、本件は、３．に位置付けられ、過去

の個別専門家の提言を踏まえて、より組織的かつ効果的な支援を目指すものである。 

４．協力の枠組み 

ANDA 本部に結成する無収水対策マネジメントチームが ANDA の無収水削減対策の現状を調査・改

善点を明らかにする。また、対象各支局に無収水削減アクションチームの結成と下記 2 種類のエリアの設

置を行い、無収水削減活動の OJT を行う。そして、この活動で明らかとなった費用対効果を分析・活用

し、資金・技術面で無理の無い無収水対策長期計画案を策定する。 

 

2 種類のエリアについて：「モデル区画」と「実践的パイロット区画」と呼称する。夫々数百戸程度の顧客を

バルブで区切り独立させたものであり、地域的には重複しない。時系列的には、モデル区画での活動を

踏まえ実践的パイロット区画での活動を行う。特徴は以下の通り。 

・モデル区画：区画を更に小さな分区に分け、充分な費用・時間をかけて詳細かつ一通りの無収水削減

活動を行う。区画の無収水は大きく低減するが、時間・費用等の観点から本件終了後すぐに同様の活動

を全国展開させることは出来ない。しかし、将来的に無収水率を 20%未満に低減させるために必要な活動

であり、C/P が選択肢としてあらゆる無収水対策の知識を会得しておく必要がある。 

・実践的パイロット区画：ANDA の現在の財政的・技術的状況に鑑みて展開可能な対策を選んで C/P 中

心に無収水対策活動を行う。高い無収水を先ず 20%程度まで低減させるためには、このような選択的実

施は有効な手段であり、無収水対策長期計画において採用する無収水対策の試行的意味合いがある。 

 

また、大規模な施設が集中する首都圏支局に節電対策チームを結成し、OJT を通じ節電計画策定能

力の向上を行う。特に電力の消費が非効率的な施設をパイロット施設に選定し、当該施設の節電及び電

力消費に密接に関係する水運用管理の改善を行う。 
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この他、本部に結成した下水道チームに対し、下水道施設整備計画策定能力向上に関する研修を行

う。なお、いずれの成果についても教材・ワークショップを通じて ANDA 全体に波及を図る。 

 

(1) 協力の目標（アウトカム）と指標 

１）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

【プロジェクト目標】 

上下水道公社（ANDA）の施設維持管理能力が向上する 

【指標】 

1：（実践的パイロット区画での活動終了後）新たな配水管理区画の無収水削減計画が策定される 

2：対象地域支局が無収水削減計画に沿った予算案を作成する 

3：ANDA 本部が上水道施設の節電計画に沿った予算案を作成する 

２）協力終了時の達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

【上位目標】 

上下水道公社（ANDA）の事業の効率的な運営管理能力が強化される 

【指標】 

1：ANDA の無収水率が削減される 

2：ANDA の電力消費効率が XX%向上する 

※上記及び成果指標 1-2 では、情報収集・解析が終了した段階で具体的な数値と置き換える。 

(2) 成果（アウトプット）と活動 

【成果 1】 

ANDA の無収水削減技術能力が向上する 

【活動】 

1-1 無収水削減アクションチームの結成と基礎情報の収集・分析  

1-2 モデル区画の選定と無収水削減対策の実施 

1-3 実践的パイロット区画の選定と無収水削減対策の実施 

1-4 無収水削減技術にかかる研修の実施 

1-5 無収水率削減のための住民啓発活動の実施 

指標 1-1 モデル区画における無収水率が半減する 

指標 1-2 実践的パイロット区画における無収水率が XX%削減される 

【成果 2】 

ANDA の無収水削減計画策定能力が向上する 

【活動】 

2-1 無収水削減マネージメントチームを組織する 

2-2 ANDA の現状の無収水削減対策を調査し、改善すべき点を明らかにする 

2-3 無収水削減計画策定にかかる研修の実施 

2-4 モデル区画と実践的パイロット区画における無収水削減対策の実施結果を基に全体の無収水削

減対策長期計画（案）を作成する 

指標 2-1 無収水削減対策長期計画（案）が策定される 

【成果３】 
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ANDA の節電計画策定能力が強化される 

【活動】 

3-1 節電対策チームの結成と基礎情報の収集・分析 

3-2 パイロット施設の選定と節電対策の実施 

3-3 節電計画（案）及び取水・浄水・配水に関する水運用システム改善（案）の作成 

3-4 節電計画にかかるマニュアルの作成と研修等の実施 

指標 3-1 パイロット施設における電力消費量が削減される 

指標 3-2 既存上水道施設の節電計画（案）が策定される 

指標 3-3 節電マニュアルが作成される 

【成果４】 

下水道整備計画策定能力が開発される 

【活動】 

4-1 下水道計画チームを組織する 

4-2 下水道整備の現状を調査し、下水道整備計画策定に係る問題を分析する 

4-3 下水道計画及び下水処理技術にかかるマニュアルの作成と研修の実施 

指標 4-1 下水道整備計画策定マニュアルが作成される 

(3) 投入（インプット） 

１）日本側 

（専門家） 合計 68.0 人月 

・チーフアドバイザー（給水計画全体を担当） 

・無収水管理（無収水削減計画を担当） 

・無収水削減技術（漏水・盗水探知や不良メータ発見等、現場を担当）  

・水道施設管理（浄水場・ポンプ・管路の改善を担当）     

・水運用管理（管網水理解析・水配管理を担当） 

・設備管理（電気設備改善を担当）   

・下水道計画（下水道施設整備計画を担当） 

・下水処理技術（下水処理技術を担当） 

（資機材） 計 8800 万円 

・無収水削減活動に必要な資機材（マクロメーター（流量計）、ポータブル超音波流量計、音聴式漏

水探知器、配水管網図 CAD ソフト及び PC、流量測定車輌等） 

・節電対策活動に必要な資機材（力率計、力率改善機器、管網水理解析ソフト等） 

・プロジェクト車両 

（本邦研修） 計 2800 万円 

・意思決定層 5 名 

・無収水対策技術者 10 名 

・節電対策技術者 6 名 

２）エルサルバドル側 

（カウンターパート） 

・プロジェクトディレクター：ANDA 総裁 
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・プロジェクトマネージャー：計画開発部長、技術部長 

・副プロジェクトマネージャー：３地域支局長（首都圏支局長、中部支局長、西部支局長） 

・無収水削減マネージメントチーム（本部） 

・無収水削減アクションチーム（首都圏、中部、西部支局に各 1 チーム） 

・節電対策チーム（首都圏） 

・下水道計画チーム（本部） 

（専門家執務室及び機材等） 

・日本人専門家のための執務室及び同室における必要な機材 

・プロジェクトに実施に必要な情報の提供 

（予算） 

・カウンターパート職員の給与、出張手当、その他手当て 

・モデル区画ならびに実践的パイロット区画の分離化工事及び漏水探知後の配水管網の補修工事

等に係る費用 

・専門家執務室の電気・水・ガスに係る費用 

・供与機材の通関、保管、国内輸送に係る費用等 

 (4) 外部要因 

１）前提条件 

   ・プロジェクト実施の前提条件は、特になし 

２）外部条件 

[プロジェクト目標達成のための外部条件] 

・政策の変化等による ANDA の組織体制に大幅な変更が無いこと 

[上位目標達成のための外部条件] 

・研修を受けた職員が実施期間中に離職又は異動しないこと 

５．評価 5 項目による評価結果 

(1) 妥当性 

本件は以下により妥当性が高いと判断される。 

１）上位計画との整合性：ANDA の長期戦略計画（PEI：2004-2024）は 2008 年中に見直され詳細な内

容は再設定する予定であるが、戦略課題は依然有効でありその一つとして上水道事業の経営改善があ

る。先行専門家の指導により策定された上水道事業のアクションプランにおいても、無収水対策と電気代

の節減は最優先の課題として認識されている。 

２）我が国の比較優位：我が国の無収水率は低く、特に東京都の無収水率（3%未満）は世界一と言わ

れており、援助の場においても我が国がエジプト、ヨルダン、ブラジルで行っている無収水削減に関する

プロジェクトは大きな成果を上げつつある。また、タイ、インドネシアにおいても無収水削減対策の人材育

成の経験がある。 

３）我が国援助政策との整合性：「水と衛生に関する拡大パートナーシップ・イニシアティブ（WASABI）」

の包括的な取組の一つである、「安全な飲料水と衛生の供給」に本件は該当する。また、基本方針①水

利用の持続可能性の追求、③能力開発の重視、⑤現地の状況と適性技術への配慮、にも当て嵌まる。 

WASABI を受けて策定された JICA 水資源分野の 4 つの開発戦略目標のうち、「効率性と安全・安定性

を考慮した水供給」にも該当する。 
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 (2) 有効性 

本件は以下により有効性が高いと判断される。 

 プロジェクト目標は「上下水道公社（ANDA）の上水道施設維持管理能力が向上する」であり、即ち管網

や浄水場・ポンプ場等の維持管理能力向上である。成果 1、2 で行う無収水対策は、管路からメータまで

全てを含む管網の維持管理に他ならず、成果3で行う節電と水運用管理は施設の維持管理であると共に

適正水圧による水運用は漏水の発生防止にも繋がる。成果 4 は経営改善の後に増える下水処理施設の

適切な維持管理に繋がる。指標は全て、ANDA 自身がプロジェクトの各成果で得た技術・知識を全国展

開する際に行われる事柄であり、達成されるならばプロジェクトの効果が適切に表れていると言える。 

(3) 効率性 

本件は以下により効率性が高いと判断される。 

 ヨルダン等の先行類似プロジェクトや、並行して行われるルクセンブルクによる協力のノウハウ、場合に

より教材等も活用できる。過去のフランスによる協力は、全国展開は出来なかったものの技術移転を受け

た人材は残っており、主導的メンバーとしての協力が期待できる。 

 また、エルサルバドルの国土は小さいため、他国での案件に比して専門家が移動に要する時間が少な

く、パイロットエリアが全体面積に占める割合も大きいため効率的である。 

 特別な阻害要因は無く、ANDA に対する初めての技術協力プロジェクトであるため先方の期待・意欲も

大きいことは促進要因ともなり得る。 

 (4) インパクト 

本件は以下の正のインパクトが想定される。 

上位目標「ANDA の上水道事業の効率的な運営管理能力が強化される」の指標は水料金収入と電気

消費効率の向上である。即ち、プロジェクト終了後も無理のない無収水対策活動と節電活動が展開され

ることを意味する。プロジェクト目標の指標は（２）記載の通り、C/P がプロジェクトと同様の活動を展開でき

る能力を身につけたことの証左であり、また、各成果のマニュアルや教材を用いて内容の確認・波及を行

うことが可能である。更に、進捗する程に事業コストが削減されるため、活動の継続はより容易となる。 

ANDA は、所管地域外をカバーする中小給水事業体へ技術研修を行うこともあり、ANDA 職員のレベ

ル向上によりそれら事業体への研修効果が向上することも見込まれる。 

(5) 自立発展性 

本件の自立発展性は以下により高いと判断される。 

プロジェクト目標の達成及びその後の活動展開が進捗するに連れ ANDA の事業コストは低減し、徐々

に経営が改善される。また、無収水対策長期計画は元々普及が可能な対策を中心に据えているため、

C/P のみでの継続は容易である。 

また、事前調査の際の聞取りでは ANDA 職員の離職率は低く、昇進以外による異動も少ない。本件で

技術移転を受けた C/P の多くが継続して取り組んでいくことが期待される。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

ANDA は水料金を自由に設定できず、水料金の設定は ANDA の経営圧迫の一因となるほど低いこと

から、本件の範囲内では貧困・ジェンダー等の配慮を要する事態は発生しない。 

無収水削減活動及び節電対策活動の過程で機材の設置工事が行われるが、市街地及び ANDA 施設

内での小規模工事であるため、周辺への負の環境影響は発生しない。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 



7 

(1) エルサルバドルに対する過去の仏国援助（名称無し）より抽出された教訓： 

通常の無収水対策プロジェクトにおいて設置されるパイロットエリアでは、ドナーにより予算的制約から

解放された状態で丁寧な無収水対策が行われるのみに止まることが多い。このため、協力期間後に C/P

が同様の活動を全国に普及しようと試みても、予算や人員の不足に阻まれてしまう。本件では成果 1 にお

いてモデル区画・実践的パイロット区画の 2 種類のエリアを設置し、前者では無収水対策に必要なあらゆ

る知識・技術を移転する。後者では、前者の費用対効果やエルサルバドルの事情を考慮し、展開可能な

サイズの無収水対策を試行、この結果を成果１の無収水対策長期計画に反映させていく方式を採った。 

(2) ヨルダン無収水対策能力向上より抽出された教訓： 

無収水の中心である漏水は数年周期で復元を繰返す。このため、漏水対策技術自体も然ることながら

これに機動的に対処する組織体制構築や、漏水の発生自体を防ぐための水圧最適化も重要なアプロー

チとなる。本件では、無収水削減長期計画に組織体制改善提案も盛込む、成果 3 の中で節電の一環とし

て水圧最適化も扱う等の対応がなされる。 

(3) ベトナム上水道技術訓練プログラムより抽出された教訓： 

 C/P とのコミュニケーションが語学の壁により阻害され、円滑な運営を妨げる場合がある。本件において

もエルサルバドル側は部長クラスを除き英語力が低いため、現地通訳を傭上し対応する予定。また、成果

品等は英語ではなく西語で作成する。 

(4) ブラジル無収水管理より抽出された教訓：C/P 機関の上層部が無収水対策の重要性を理解していな

い場合、改善提案や予算確保等が円滑に行われない虞がある。本件では事前調査の際、技術団員によ

る無収水セミナーを開催し、ANDA 総裁以下主要メンバーの参加を得、重要性が既に認識されている

が、協力期間中も継続して啓蒙に努める。 

(5) その他、先行専門家「主要都市上水供給改善計画」を通じて指摘された ANDA の問題点・課題を考

慮し、それらが阻害要因とならないよう適宜改善・回避する。 

８．今後の評価計画 

運営指導：必要に応じ適宜実施。 

中間評価：プロジェクト開始後１年６ヵ月を目処に実施。 

終了時評価：プロジェクト開始後２年６ヶ月を目処に実施。 

事後評価：プロジェクト終了後３年を目処に実施。 
 


